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（注）「緊急時対応マニュアル」について 
  食品の摂取を通じて、国民の生命又は健康に重大な被害が生じ、又は生じるおそれがある緊急の事態へ

の食品安全委員会及びリスク管理機関（厚生労働省、農林水産省、環境省等）相互の連携による政府一体

となった対応及びその体制の在り方についての定めの総称としている。具体的には下記要綱等を指す。 
  ①食品安全関係府省緊急時対応基本要綱（平成１６年４月１５日関係府省申合せ） 

②緊急対策本部設置要領（平成１８年４月２７日関係府省申合せ） 
③食品安全委員会緊急時対応基本指針（平成１６年４月１５日食品安全委員会決定）   
④食品安全関係府省食中毒緊急時対応実施要綱（平成１７年４月２１日関係府省申合せ） 
⑤食品安全委員会食中毒緊急時対応指針（平成１７年４月２１日食品安全委員会決定） 
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Ⅰ 訓練計画 

１）基本方針 

 食品安全基本法第１４条及び「食品安全基本法第２１条第１項に規定する基本的事項」に基づ

き、平成１８年度に緊急時対応マニュアルが整備されたところである。「食品安全委員会食中毒等

緊急時対応実施指針」においては、平時からの対応の一方策として緊急時対応訓練の実施が定め

られている。 
 平成１８年度には３回の訓練を試行的に実施しているが、食品委員会における緊急時対応体制

の充実を図るためには、継続して訓練を実施することが重要であると緊急時対応専門調査会にお

いても確認された。 
このため、平成１９年度についても緊急時対応訓練を実施し、緊急事態等における食品安全委

員会の体制の実効性の確認、緊急時対応の問題点や改善点について検討を行った。 
 
２）訓練目的 

平成１８年度に実施した緊急時対応訓練結果は緊急時対応専門調査会で審議され、課題の抽出

及び対応の方向性が検討された。 
その検討結果を踏まえ、平成１９年度の緊急時対応訓練はテーマとして以下の 3 点を設定した。 
①委員会内の認識の共有を図る 

 →様々な設定の訓練を実施し、疑似体験を重ねる。 
②緊急時対応マニュアル（注：目次下部参照）の実効性を高める 

 →机上シミュレーションと同様の設定の実動訓練を実施することにより、緊急時対応の確

認及び緊急時対応マニュアルの検証等を行う。 
③効果的広報技術を習得する 

 →広報に関する講習やメディアトレーニングを実施する。 
 

３）訓練形式 

 ２）の訓練目的に従い、平成１９年度においては２回の緊急時対応訓練を計画した。各回の訓

練で定めたテーマ、確認する内容（目標）並びに訓練手法は以下のとおりである。 

 第１回 第２回 

実施日 平成 19 年 12 月 3 日（月） 平成 20 年 3 月 11 日（火） 

 （広報に関する講習会のみ実施） 

テーマ 

（目的） 

・委員会内の認識の共有を図る 

・緊急時対応マニュアルの実効性を高める

（関係府省との連携の強化） 

・委員会内の認識の共有を図る 

・緊急時対応マニュアルの実効性を高める

・効果的な広報技術の習得 

（情報提供パターンの確認） 

目 標 食品による健康被害が発生している状況

における 

①委員会の対応を確認し、委員会及び委員

会事務局内の認識の共有を図る。 

②リスク管理機関の対応を確認し、委員会

及びリスク管理機関との認識の共有を

図り、連携を強化することで緊急時対応

マニュアルの実効性を高める。 

食品による健康被害が発生している状況

における 

①事務局内手順書を確認することにより、

緊急時対応マニュアルの実効性を高め

る。 

②専門課の講習会及び模擬記者会見など

により、効果的広報技術を習得する。 

訓練手法 机上シミュレーション ・実動訓練(シナリオ非提示型) 

・広報に関する講習会（野村委員） 

・模擬記者会見 



４）訓練シナリオ 

 第１回及び第２回緊急時対応訓練では、サルモネラ属菌による大規模食中毒を題材とした同一

シナリオを用いた。シナリオの概要は以下のとおりである。 

 

日付

11/28 Ａ県プレスリリース X県から厚生労働省へ報告

11/29 食中毒の被害が拡大

11/30

12/1 原因食品の特定

女児１名が敗血症となり重症

12/2 ㈱ブルー製菓への立入調査

12/3 液卵ｾﾝﾀｰ ｸﾞﾘｰﾝへの立入調査

入院していた女児が死亡

12/4

12/5 Ｄ県プレスリリース

12/6

12/7 Ｅ県から厚生労働省へ報告 感染研から厚労省へ報告

（連日）

①卵を食べて大丈夫か
②生卵だけではなく、加工品
も危ないのか

食の安全ダイヤルへの問い合
わせ

その他の出来事

11/12にホームパーティーで
食中毒発生。原因として米国
から輸入されたFSCフーズ社
製のピーナッツバターが疑わ
れる。
喫食者数　23名
有症者数　12名
原因物質　S .Tennessee

Ａ県は11/15～30に発生した５
件のSEの関連性を調査

シュークリームから
S .Enteritidisを分離

Ｅ県　生協祭りで食中毒発生

液卵センターグリーンの殺菌液
卵製造工程に不備があること
が判明

マスコミ・メディア

各メディアでの報道状況等

フェーズ１

フェーズ２

Ｄ県

原因食品としてシュークリーム
の可能性を示唆

原材料の殺菌液卵の汚染が
疑われる

有症者数　 　42名
原因物質　　S.Enteritidis
原因食品　 カスタード・プリ
ンの疑い

Y県衛生研究所から、
S.Tennesee　が多く分
離されているとの報告
を受けている。

ホワイトGPセンターの鶏卵から
S.Enteritidisが検出される

感染研から厚労省へ報告

・女児から分離された
S.Enteritidisは、３剤耐性菌
・シュークリームから分離さ
れた菌と一致

・紅本舗のクリームババロア
が疑われている。
・液卵センターグリーンから
殺菌液卵を入荷

XX老人保健施設での食中毒の
調査状況

喫食者数 　125名
有症者数　 　32名
入院者数　　　1名
原因物質　　S.Enteritidis
原因食品　 施設での食事
（疑い）

12/4～7までの状況

・専門家の発言
①生卵の危険性を主張(食
品安全委員会専門委員）
②輸入食品による可能性を
指摘
(厚生労働省審議会委員）

・報道での論調
①生の卵の摂取に注意
②市販鶏卵全体のサルモネ
ラ汚染率を問題視する
③卵加工品全般に対する不
安の高まり
④有名ブランドである(㈱）ブ
ルー製菓の食品安全管理体
制への批判
⑤食品安全行政に対する批
判

Ｅ県

有症者数　65→71名
入院者数　2→3名
原因物質　S.  Enteritidis
原因食品　調査中

・液卵の保存温度の不備
・B県、C県にも出荷
・液卵は液卵センターグリー
ンから殺菌液卵を入荷（液卵
センターグリーンは、ホワイト
GPセンターから鶏卵を購入）

Ａ県　○○保育園で食中毒発生

Ａ県

喫食者数 　202名
有症者数　 　65名
入院者数　　　2名
原因物質　　サルモネラ属菌
原因食品　　不明

Ｄ県　老人保健施設××で食
中毒発生

当日情報
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５）検討対象フェーズ 

・検討対象フェーズは以下の２段階とした。 
－検討① 緊急事態となるおそれのある段階（緊急時対応の前段階） 
－検討② 甚大な被害状況であり緊急事態となっている段階 

・ 第 1 回訓練における検討は、検討①及び検討②の 2 段階（フェーズ１及び２）を対象とし、

第 2 回訓練では、検討②の段階（フェーズ２）における対応を検討した。 
 設定時期 状況 備考 

 11 月下旬～12 月 2 日 被害が潜在  

フェーズ１ 12 月 3 日 被害が徐々に拡大・判明 ←検討① 

 12 月 4～6 日 被害の拡大  

フェーズ２ 12 月 7 日 甚大な被害状況の判明 ←検討② 

 12 月 8 日～ 更なる対応、事態の収束へ  

事

態

の

深

刻

化
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Ⅱ 訓練実施 

１）第 1 回訓練の実施内容 

（１）訓練目標  

  食品による健康被害が発生している状況における 

①委員会の対応を確認し、委員会及び委員会事務局内の認識の共有を図る。 

②リスク管理機関の対応を確認し、委員会及びリスク管理機関との認識の共有を図り、連携

を強化することで緊急時対応マニュアルの実効性を高める。 

 

（２）日時・スケジュール 
日 時 内 容 

平成 19 年 11 月 29 日（木） オリエンテーション 
平成 19 年 11 月 29 日（木） リハーサル 
平成 19 年 12 月 3 日（月） 机上シミュレーション訓練当日 
平成 19 年 12 月 20 日（木） リスク管理機関との訓練総括会議 
平成 20 年 １月  9 日（水） 食品安全委員会での訓練総括会議 

 
（３）参加者と役割分担 

  ※環境省では、対応する原課がないため、土壌環境課がコントローラーとプレーヤーを兼ねた。 

役 割 食品安全委員会 厚生労働省 農林水産省 環境省 
協力者 
（オブザーバー） 

委員、局長、次長、 
総務課、評価課、勧告広

報課各課長、総括補佐、

総合調整官、リスコミ官

監視安全課長 消費・安全政策課長 
畜水産安全管理課長 

 

コントローラー 
（担当課） 

食品安全委員会訓練準備

事務局 
食品安全部 
監視安全課 

消費・安全局 
消費・安全政策課 

水・大気環境局 
土壌環境課 

 コントローラー 課長補佐（2 名） 課長補佐 食品安全危機管理官 課長補佐、係長 
プレーヤー 
（担当課） 

情報・緊急時対応課 食品安全部 
監視安全課 

消費・安全政策課  畜
水産安全管理課 

水・大気環境局 
土壌環境課 

 プレーヤー 課長、総括補佐、係長（2
名） 

課長補佐 
係長、係員 

（消費・安全政策課） 
課長補佐 
（畜水産安全管理課） 
総括補佐、係長 

係長 

評価者 三菱総合研究所    

 
（４）第１回緊急時対応訓練の方法 
  訓練では、与えられた情報の下、その時点で食品安全委員会並びにリスク管理機関が状況を

どう判断し、どのような対応を行うのか、各機関が机上シミュレーションを行い、その対応に

ついて以下の手順で確認を行った。 
  ① 訓練シナリオの状況の下、２段階の検討対象フェーズにおける各省の対応をワークシー

トＡに記入し、食品安全委員会のコントローラー（訓練準備事務局）にＦＡＸで回答。 
② フェーズ２においては、食品安全委員会がホームページを通じて情報提供を行うことと

し、各省プレーヤーが、情報提供(案)に対するコメントをワークシートＢにより回答。 
③ シナリオ終了後、各省プレーヤーから訓練総括として、訓練の実施方法等に係る課題、

緊急時（もしくは、緊急時に至るおそれがある場合）の組織間連携に係る課題などをま

とめ、ワークシートＣで提出。 
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④ 後日総括会議を開催し、訓練関係者で訓練結果の検証を行い、今後の課題等を抽出。 
 
  （参考 訓練当日の流れ） 

情報連絡窓口ｺﾝﾄﾛｰﾗ, 協力者 プレーヤー プレーヤー

食品安全委員会 リスク管理機関 （厚労省、農水省、環境省）

農
水
省

消費・安全局 消費・安全政策課

原課

厚
労
省

食品安全部 監視安全課

原課

環
境
省

水・大気環境局 土壌環境課 原課

情報・緊急時対応課

12/3当日情報 12/3当日情報

12/3当日情報 12/3当日情報

ﾜｰｸｼｰﾄ A-1記入 ﾜｰｸｼｰﾄ A-1記入

ﾜｰｸｼｰﾄ A-1 ﾜｰｸｼｰﾄ A-1

12/4-7情報 12/4-7情報

12/4-7情報 12/4-7情報

FSC情報

発信案の検討

ﾜｰｸｼｰﾄ
A-2 記入

FSC情報発信案
ﾜｰｸｼｰﾄ
B 記入

ﾜｰｸｼｰﾄ Bﾜｰｸｼｰﾄ B

ﾜｰｸｼｰﾄ
A-2 記入

ﾜｰｸｼｰﾄ A-2 ﾜｰｸｼｰﾄ A-2

14:20

14:30

13:30

15:00

（
情
報
確
認
）

13:40

15:50

15:40

課 題 整 理
16:00

16:30

訓 練 終 了

フ
ェ
ー
ズ

１

フ
ェ
ー
ズ

２

訓
練
参
加
者

検討

検討

ｺﾝﾄﾛｰﾗ, 協力者

FAX

FAX

FAX

FAX

FAX

FAX

FAXFAX

FAXFAX

FAX

畜水産安全管理課

FAX

FAX

FAX

FAX

FAX

ﾜｰｸｼｰﾄ C

ﾜｰｸｼｰﾄ
C 記入 ﾜｰｸｼｰﾄ

C 記入

委員・事務局幹部

訓練準備事務局

情報連絡窓口ｺﾝﾄﾛｰﾗ, 協力者 プレーヤー プレーヤー

食品安全委員会 リスク管理機関 （厚労省、農水省、環境省）

農
水
省

消費・安全局 消費・安全政策課

原課

厚
労
省

食品安全部 監視安全課

原課

環
境
省

水・大気環境局 土壌環境課 原課

情報・緊急時対応課

12/3当日情報 12/3当日情報

12/3当日情報 12/3当日情報

ﾜｰｸｼｰﾄ A-1記入 ﾜｰｸｼｰﾄ A-1記入

ﾜｰｸｼｰﾄ A-1 ﾜｰｸｼｰﾄ A-1

12/4-7情報 12/4-7情報

12/4-7情報 12/4-7情報

FSC情報

発信案の検討

ﾜｰｸｼｰﾄ
A-2 記入

FSC情報発信案
ﾜｰｸｼｰﾄ
B 記入

ﾜｰｸｼｰﾄ Bﾜｰｸｼｰﾄ B

ﾜｰｸｼｰﾄ
A-2 記入

ﾜｰｸｼｰﾄ A-2 ﾜｰｸｼｰﾄ A-2

14:20

14:30

13:30

15:00

（
情
報
確
認
）

13:40

15:50

15:40

課 題 整 理
16:00

16:30

訓 練 終 了

フ
ェ
ー
ズ

１

フ
ェ
ー
ズ

２

訓
練
参
加
者

検討

検討

ｺﾝﾄﾛｰﾗ, 協力者

FAX

FAX

FAX

FAX

FAX

FAX

FAXFAX

FAXFAX

FAX

畜水産安全管理課

FAX

FAX

FAX

FAX

FAX

ﾜｰｸｼｰﾄ C

ﾜｰｸｼｰﾄ
C 記入 ﾜｰｸｼｰﾄ

C 記入

委員・事務局幹部

訓練準備事務局
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２）第 2 回訓練の実施内容 

（１）訓練目標 
  ①事務局内手順書を確認することにより、緊急時対応マニュアルの実効性を高める。 

②専門家の講習会及び模擬記者会見などにより、効果的広報技術を習得する。 
 

（２）日時・スケジュール 
日 時 内 容 

平成 20 年 2 月  5 日（火） オリエンテーション 
平成 20 年 2 月 18 日（月） リハーサル 
平成 20 年 2 月 20 日（水） 実動訓練当日 
平成 20 年 2 月 28 日（木） 訓練総括会議 
平成 20 年 3 月 11 日（火） 広報に関する講習会（講師：野村委員） 

 
（３）参加者と役割分担 

 メンバー 
コントローラー 

（情報付与、関係機関・専門委員役、

訓練評価、模擬記者） 

訓練準備事務局員 
三菱総合研究所 

実動訓練 
評価課：（1 名）、情報・緊急時対応課：（1 名） 
勧告広報課：（５名） 

プレーヤー 

 模擬記者会見 
小泉委員長代理（スポークスパーソン） 
勧告広報課長（司会） 

協力者 委員、事務局幹部 

オブザーバー 緊急時対応専門調査会専門委員 

 
（４）第２回緊急時対応訓練の方法 
  第２回訓練は、食品安全委員会からの情報提供の手順等の確認及び効果的広報技術の習得

を主体とした実動訓練及び講習会を計画した。 
 ① 実動訓練（※） 

ⅰ）委員会からの情報提供内容の決定（委員・事務局会議の開催） 
ⅱ）緊急時における委員会ホームページによる情報提供 
ⅲ）プレスリリース 
ⅳ）メールマガジン（号外）の発行 
ⅴ）記者会見の実施 

 
 （※）中国産食品による薬物中毒事案を受け、実動訓練は中止した。 

  



 

 （参考：実動訓練当日の流れ） 
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 ② 講習会 

実
動
訓
練

直前オリエンテーション

情報提供案の作成

（事前オリエンテーションの意見を反映）

14:00

14:30

16:00

13:30

16:20

16:30

17:30

（事
前
準
備
）

反省会・訓練講評

訓練終了

総括会議 （後日）

15:30

模擬記者会見

実動訓練開始

専門委員からの情報

情報共有手順の確認

効果的広報技術の習得を目的とし、委員、事務局職員を対象に、野村委員を講師とし

て、「情報提供に関するレクチャー（マスコミについて）」を実施した。 
 
また、事前アンケート調査として、委員・事務局職員を対象にシナリオ状況下での委員会

の情報提供の要否、情報提供の内容、形式及びその理由を問い、委員会の情報提供のあり方

に対する認識を整理した。 
 
 
 

情報提供手順の確認

各課調整、専門委員への意見照会、
リスク管理機関への協議は想定とする

情報提供内容の決定

情報提供の依頼

情報提供の実施

委員・事務局会議（緊急時）

【委員・事務局会議メンバー】

係長情報・緊急時対応課

勧 告 広 報 課 総括：補佐、補佐

HP掲載

プレスリリース

係長係員

緊急メルマガ発行

記者会見準備

係長

情報収集担当課

補佐

情報・緊急時対応課 係長

委員・事務局内情報共有

情報の一元化

情報の共有

事前アンケート調査

情報提供のあり方に関する検討会 （H18訓練の振り返りを含む）

（情報提供案の提示）

↓

↓

↓

情報提供内容方針、媒体、形式の決定

検討 ・情報提供の形式はどうするか

・誰に対して情報提供するか

・記載ぶりは良いか

・情報提供手段はどうするか

実施

以
降
の
事
前
準
備
、
実
動
訓
練
は
実
施
せ
ず

実
動
訓
練

直前オリエンテーション

情報提供案の作成

（事前オリエンテーションの意見を反映）

14:00

14:30

16:00

13:30

16:20

16:30

17:30

（事
前
準
備
）

反省会・訓練講評

訓練終了

総括会議 （後日）

15:30

模擬記者会見

実動訓練開始

専門委員からの情報

情報共有手順の確認

情報提供手順の確認

各課調整、専門委員への意見照会、
リスク管理機関への協議は想定とする

情報提供内容の決定

情報提供の依頼

情報提供の実施

委員・事務局会議（緊急時）

【委員・事務局会議メンバー】

係長情報・緊急時対応課

勧 告 広 報 課 総括：補佐、補佐

HP掲載

プレスリリース

係長係員

緊急メルマガ発行

記者会見準備

係長

情報収集担当課

補佐

情報・緊急時対応課 係長

委員・事務局内情報共有

情報の一元化

情報の共有

事前アンケート調査

情報提供のあり方に関する検討会 （H18訓練の振り返りを含む）

（情報提供案の提示）

↓

↓

↓

情報提供内容方針、媒体、形式の決定

検討 ・情報提供の形式はどうするか

・誰に対して情報提供するか

・記載ぶりは良いか

・情報提供手段はどうするか

実施

以
降
の
事
前
準
備
、
実
動
訓
練
は
実
施
せ
ず
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Ⅲ 訓練の結果及び検証 

１）第１回訓練の結果及び検証 

（１）第 1 回訓練の結果 
①委員会内の認識の共有について 

・緊急事態が生じた際にどう動けばよいのか、関係府省とどう連携すればよいのかなど、

実践的な対応について、緊急時対応マニュアルに関する勉強会などを通じて、把握して

おく必要性が確認された。 
・委員、事務局職員等の危機感覚を重要視して、迅速に対応すべきであり、情報を受信し

た際に「平時と異なるのではないか」という危機意識を常に持つことの重要性が確認さ

れた。 
・情報提供について、スリーピング・ウェブなどの準備を進めておく必要性が確認された。 
・情報提供の方法について、メディア対応のトレーニングの必要性が指摘された。 

②緊急時対応マニュアルの実効性の向上（関係府省との連携の強化） 
  ・訓練を通じて緊急時対応におけるリスク管理機関の窓口を確認した。 

・ある状況におけるお互いの対応について確認するためには、事例検討会等を通じた検討

が有効であることが確認された。 
  ・リスク管理機関と連携して行う訓練において、さらに成果を上げるためには、事態がよ

り進んだ段階での対応の検討などを取り入れる必要性が確認された。 
③訓練の運営について 

・連携訓練では、関係者の調整に充分な時間をかける必要があることが確認された。 
・訓練参加者に対しては、事前の充分な説明が必要であると確認された。 
 

（２）第 1 回訓練から得られた課題 
第 1 回訓練結果から得られた課題及び課題に対する具体的対応例は以下のとおりである。 

 ①委員会内の認識の共有について 

 〔課題〕日頃から緊急事態を意識した取組を行うこと。 

〔具体的対応例〕 

・緊急時対応マニュアルの説明会や訓練による手順の確認等を通じ、緊急時対応マニュア

ルの理解を深めることにより、実際の緊急事態で対応できるようにする。 

・迅速に対応するためには、情報を受信した際に「平時と異なるのではないか」という危

機意識を日頃から高めておく。 

・平時からスリーピング・ウェブの準備を進めるなど、「食中毒等が発生した場合にはど

のような資料を作成するか」という共通認識を醸成する。 

・模擬記者会見の実践など、効果的な情報提供のためのメディア対応トレーニングなどを

実施する。 

②緊急時対応マニュアルの実効性の向上（関係府省との連携の強化）について 

〔課題〕関係府省との連携強化にあたっては、今後も事例検討会や連携訓練を実施し、相互

に対応を確認すること。 

〔具体的対応例〕 

・情報共有及び提供のあり方など、事例検討会等を通じて相互の対応を確認する。 

・緊急対策本部の設置など、事態がより進んだ段階での訓練を設計し、対応を検討する。 

③訓練の運営について 

〔課題〕訓練の目的を明確にし、対象とするステージ、訓練の内容を決定すること。 

〔具体的対応例〕 

・関係省庁との連携訓練においては、事前調整を周到に行い、事例検討会なども踏まえた



 

シナリオを活用することとするが、一方でできるだけシンプルな形での訓練について検

討する。 

・訓練参加者に対し、事前に充分な説明を行う。 

 

２）第２回訓練の結果及び検証 

（１）第 2 回訓練の結果 
 第２回緊急時対応訓練として実動訓練は実施できなかったものの、委員会としての広報能

力向上を目的とした講習会を行った。 
 なお、訓練実施の準備段階において、情報提供の手順を確認することで、事務局内で定め

ている情報提供に関する事務処理を見直しすることができた。 
 事前アンケート調査の結果から、情報提供に対する認識、情報提供形式の選択の考え方な

どが確認されるとともに、今後に検討すべき要素が得られた。 
（参考：事前アンケート調査の結果概要） 
【アンケート概要】 

  目的：第 2 回緊急時対応訓練の実施にあたり、委員会・事務局内での認識の共有を図るため、

事前に委員・職員に対し、（シナリオの状況における）情報提供のあり方に関するアン

ケート調査を行った。 
  対象：食品安全委員会委員・事務局職員 61 名 

調査期間：平成 20 年 1 月 28 日（月）～1 月 31 日（木） 
回収率：80.3% （49 名より回答） 

【アンケート結果（抜粋）】 

   （問）現在の状況において、食品安全委員会から国民に対して情報を発信する必要の有無 

判断でき
ない, 3

必要なし,
6

必要あり,
40

  （結果） 
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34

37

8

32

26

15

29

1

2

2

2

2

2

2

0 10 20 30 40

その他

大臣談話

委員会からのお知らせ

委員会の考え方

委員長談話

Q&A

ファクトシート

（回答人数）

要 不要 無回答

 
 
 
 
 

 
 
   （問）情報提供する形式（複数回答）  

  （結果） 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 回答数 割合（％）

必要がある 40 81.6
必要はない 6 12.2
判断できない 3 6.1
計 49 

 



 

・食品安全委員会からの情報提供が必要とする回答者は 81.6%であり、概ね（シナリオでの

状況に対する）認識は共有されていた。 
  ・情報提供する形式としては、「委員会からのお知らせ」および「Q&A」を選択した回答が

多かった。「委員会からのお知らせ」は、他の形式に比べ、情報をすぐに提供できる点が

選択理由となっている。また、多様な内容を盛り込むことができる情報提供形式として認

識されている。「Q&A」の選択理由は、「国民に情報をわかりやすく提供する」という回答

が最も多かった。今回の状況では、早く・わかりやすい情報提供が必要との認識が持たれ

ていた。（なお、H18 年度の「情報提供の在り方についての検討」では、早い段階での情

報提供形式に委員会からのお知らせ、Q&A が整理されている。） 
  ・一方、「発信する情報について、リスク管理機関との違いがあるのか」という意見もあり、

情報提供をする際のリスク管理機関との連携など将来的に検討する必要性が示唆された。 
 
 

（２）第 2 回訓練から得られた課題 
第 2 回訓練の結果から得られた課題及び課題に対する具体的対応例は以下のとおりである。 

① 事務局内手順書を確認することにより、緊急時対応マニュアルの実効性を高める。 
〔課題〕引き続き、訓練を通じて事務局内手順書等の確認を行うこと。 
〔具体的対応例〕 

・本年度の訓練準備を通じて確認した情報提供に関する手順を記載することにより、事務

局内手順書を充実させる。 

 ・具体的な手順について、担当者のみが把握している事項も多いため、事務局内手順書に

反映できるよう確認をしていく。 
② 専門家の講習会及び模擬記者会見などにより、効果的広報技術を習得する。 

 〔課題〕様々な情報提供形式・手法による、効果的な広報技術の習得に努めること。 
〔具体的対応例〕 

・模擬記者会見、わかりやすいプレス資料の作り方など、講習会や実動訓練を通じ、広報

技術の向上を図る。 
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Ⅳ まとめ 

 平成 19 年度の 2 回の訓練を通じて、日頃から緊急事態を意識した取組を行っていくこと、

また、委員会の緊急時対応の体制を強化するためには、継続的に訓練を実施することが確認さ

れた。 
平成 20 年度の緊急時対応訓練は、本年度訓練の結果から整理された課題への具体的対応例を

踏まえ、下記事項に留意し、実施することを検討する。 

① 緊急時対応マニュアルの実効性の向上 

 ・緊急時対応マニュアルの説明会や訓練による手順の確認等を通じ、緊急時対応マニュア

ルの理解を深め、委員会の緊急時対応の実践能力を高める。 
・訓練等を通じて確認された手順について、事務局内手順書等に反映し、充実させる。 
・スリーピング・ウェブの準備をするなど、情報提供に対する共通認識の醸成を図る。 
・ リスク管理機関との合同事例検討会や連携訓練の実施により関係府省の対応を確認し、

緊急時対応の実践能力を高める。緊急対策本部の設置にかかる手順を合同訓練により確

認し、リスク管理機関とリスク評価機関の連携による緊急時対応を確認する。 

 

② 効果的な広報技術の習得 

・模擬記者会見の実践など、効果的なメディア対応トレーニングを実施する。 

・模擬記者会見、わかりやすいプレス資料の作り方など、講習会や実動訓練を通じ、広報

技術の向上を図る。 
 

③ 訓練の運営 

・訓練の効果を高めるため、訓練関係者との綿密な事前調整を行う。 

・事前に訓練内容の充分な周知を図る。 

 

 

 

 

 



平成１９年度緊急時対応訓練総括表

訓練形式及び訓練内容 目　的 目　標 訓練結果・課題等 課題等への具体的対応例 H20年度の訓練目的（案）の対応

・緊急事態が生じた際にどう動けばよいのか、関係府省とど
う連携すればよいのかなど、実践的な対応について、緊急
時対応マニュアルに関する勉強会などを通じて、把握してお
く必要性が確認された。

・緊急時対応マニュアルの説明会や訓練による手順の確認等
を通じ、緊急時対応マニュアルの理解を深める。

①緊急時対応マニュアルの実効性の向上

・委員、事務局職員等の危機感覚を重要視して、迅速に対
応すべきであり、情報を受信した際に「平時と異なるのでは
ないか」という危機意識を常に持つことの重要性が確認され
た。

・ 迅速に対応するためには、情報を受信した際に「平時と異
なるのではないか」という危機意識を日頃から高めておく。

①緊急時対応マニュアルの実効性の向上

・情報提供について、スリーピング・ウェブなどの準備を進め
ておく必要性が確認された。

・ 平時からスリーピング・ウェブの準備を進めるなど、「食中毒
等が発生した場合にはどのような資料を作成するか」という共
通認識を醸成する。

①緊急時対応マニュアルの実効性の向上

・情報提供の方法について、メディア対応のトレーニングの
必要性が指摘された。

・ 模擬記者会見の実践など、効果的なメディア対応トレーニン
グを実施する。

②効果的な広報技術の習得

・訓練を通じて緊急時対応におけるリスク管理機関の窓口を
確認した。

・引き続き、事例検討会等を通じて相互の対応を確認する。 ①緊急時対応マニュアルの実効性の向上

・ある状況におけるお互いの対応について確認するために
は、事例検討会等を通じた検討が有効であることが確認さ
れた。

・情報共有及び提供のあり方などを確認するため、事例検討
会等を開催する。

①緊急時対応マニュアルの実効性の向上

・リスク管理機関と連携して行う訓練において、さらに成果を
上げるためには、事態がより進んだ段階での対応の検討な
どを取り入れる必要性が確認された。

・緊急対策本部の設置など、事態がより進んだ段階での訓練
を設計し、対応を検討する。

①緊急時対応マニュアルの実効性の向上

・ 連携訓練では、関係者の調整に充分な時間をかける必要
があることが確認された。

・関係省庁との連携訓練においては、事前調整を周到に行
い、事例検討会なども踏まえたシナリオを活用することとする
が、一方でできるだけシンプルな形での訓練について検討す
る。

③訓練の運営

・ 訓練参加者に対しては、事前の充分な説明が必要である
と確認された。

・訓練参加者に対し、事前に充分な説明を行う。 ③訓練の運営

・委員会内の認識の共有を図る

・緊急時対応マニュアルの実効性を高める
　（関係府省との連携）

・委員会内の認識の共有を図る

・緊急時対応マニュアルの実効性を高める

・効果的な広報技術の習得
  （情報提供パターンの確認）

食品による健康被害が発生している状
況における

①事務局内手順書を確認することによ
り、緊急時対応マニュアルの実効性を
高める。

②専門家の講習会及び模擬記者会見
などにより、効果的広報技術を習得す
る。

②リスク管理機関の対応を確認し、委
員会及びリスク管理機関との認識の共
有を図り、連携を強化することで緊急時
対応マニュアルの実効性を高める。

・食品による健康被害が発生している
状況における

①委員会の対応を確認し、委員会及び
委員会事務局内の認識の共有を図る。

（訓練の運営）

第1回

第2回

《訓練内容》

形式：シナリオ非提示型実動訓練
訓練対象者：委員及び委員会事務局職員
設定：サルモネラ属菌による食中毒が発生、拡大
化。死者も発生。

進行：
①以下の情報提供を実施（※実際には実施せず）
　ⅰ）委員会からの情報提供内容の決定
　　　（委員・事務局会議の開催）
　ⅱ）緊急時における委員会ホームページによる
　　　情報提供
　ⅲ）プレスリリース
　ⅳ）メールマガジン（号外）の発行
　ⅴ）記者会見の実施

②情報提供のあり方について講習会
　　（「マスコミについて」野村委員によるレク
チャー）

・実動訓練(シナリオ非提示型)

・広報に関する講習会（野村委員）

・模擬記者会見

《訓練内容》

形式：机上シミュレーション
訓練対象者：委員及び委員会事務局職員
訓練協力者：リスク管理機関担当職員
設定：
サルモネラ属菌による食中毒が発生、拡大化。死
者も発生。

進行：
①準備したシナリオを２つのフェーズに分割
②それぞれのフェーズで与えられた情報をもとに、
各機関のプレーヤーが対応を検討
③検討した結果をコントローラーに回答
④フェーズ２では、食品安全委員会プレーヤーか
らの情報提供（案）に対し、リスク管理機関プレー
ヤーがコメントを返す

 リスク管理機関との合同机上シミュ
レーション訓練

・様々な情報提供形式・手法による、効果的な広報技術の習
得に努めることが必要であると認識された。

・模擬記者会見、わかりやすいプレス資料の作り方など、講習
会や実動訓練を通じ、広報技術の向上を図る。

②効果的な広報技術の習得

・訓練実施の準備段階において、情報提供の手順を確認す
ることで、事務局内で定めている情報提供に関する事務処
理を見直しすることができた。

・本年度の訓練準備を通じて確認した情報提供に関する手順
を記載することにより、事務局内手順書を充実させる。

①緊急時対応マニュアルの実効性の向上

・引き続き、訓練を通じて事務局内手順書等の確認を行う必
要があると認識された。

①緊急時対応マニュアルの実効性の向上
・具体的な手順について、担当者のみが把握している事項も
多いため、事務局内手順書に反映できるよう確認をしていく。

参　考


